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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第17期 

第３四半期 
連結累計期間 

第18期 
第３四半期 
連結累計期間 

第17期 

会計期間 
自 平成26年４月１日 
至 平成26年12月31日 

自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日 

自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日 

売上高 （千円） 4,316,830 4,548,093 5,771,725 

経常利益 （千円） 474,843 536,852 576,327 

親会社株主に帰属する 
四半期（当期）純利益 

（千円） 298,935 335,660 332,856 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 309,723 332,856 346,536 

純資産額 （千円） 1,201,587 997,876 1,238,400 

総資産額 （千円） 3,907,187 4,170,743 3,622,458 

１株当たり四半期（当期）純利益
金額 （円） 99.75 124.08 111.36 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 （円） 99.73 124.04 111.34 

自己資本比率 （％） 29.5 22.8 32.8 

 

回次
第17期 

第３四半期 
連結会計期間 

第18期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間
自 平成26年10月１日 
至 平成26年12月31日 

自 平成27年10月１日 
至 平成27年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 36.96 42.80 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。 

２．売上高には消費税等は含まれていません。 

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在していません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。 

 なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況 

 第３四半期連結累計期間における売上高は 4,548百万円（対前年同期間比 5.4％増）、営業利益は 534百万円

（同 13.0％増）、経常利益は 536百万円（同 13.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は 335百万円（同 

12.3％増）となりました。 

 

 売上伸長の要因は、堅調な小売マーケットに、販促事業の成果が寄与したものと捉えています。利益伸長の要因

は、既報のとおりに、メディア事業への投資を縮小させたことが大きく、投資の未消化も含まれます。 

 

 セグメント別では、次のとおりです。 

 

（システム事業） 

 売上全体の約65％を占めるシステム事業は、未だ収益のコアとなっています。当期間の売上高は 2,992百万円

（対前年同期間比 2.7％増）、営業利益は 597百万円（同 4.8％減）となりました。 

 

 契約数の推移は、当該期間平均 19,407社で、対前年比で ７％減となっています。減ではあるものの、顧客数拡

大から、顧客質の増大への転換を進めている中での、目論見の範囲です。その結果、１店舗当たりの業績は対前年

同期間比で約13％の伸びとなり、消費税引き上げの次年度にあたる反動による好影響を鑑みても、順調な推移をし

ています。 

 

（マーケティング事業） 

 当期間の売上高は 1,555百万円（対前年同期間比 10.9％増）、営業損失は 59百万円（対前年同期間比 91百万

円増）となりました。 

 

 目論見の顧客質増大のキーとなる当該セグメントは、販促事業(ＥＣ)、メディア事業(ＥＣ)および集客事業(非

ＥＣ)の３つに分けていますが、販促事業の売上高は、411百万円（対前年同期間比 72.2％増）で、増収ながら業

績影響はまだ低く、利益化ならびに盤石になるまでには時間を要するものと判断しています。メディア事業では昨

年までの継続的な集客費用を縮小させたことで、営業損失を大幅に縮小しました。集客事業（連結子会社である株

式会社プレシジョンマーケティング）の売上高※は、1,063百万円（対前年同期間比 1.8％減）、営業損失は ６百

万円（対前年同期間比 22百万円減）となりました。なお、メディア事業と集客事業は、顧客ニーズの中心から外

れてきたと判断し、注力度は下げてゆく方向です。なお、平成28年１月20日開催の取締役会決議により、連結子会

社であるプレシジョンマーケティングの一部株式を譲渡し、当社保有比率が下がりました。 

 ※当該売上高は、外部顧客への売上高を記載しております。 
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(2）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、4,170百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間末における財政状態は次のとおりです。 

 

（資産） 

 当第３四半期連結会計期間末における資産の残高は、前連結会計年度末比で 548百万円増加し、4,170百万円と

なりました。これは主に、現金及び預金の増加 534百万円によるものです。 

 

（負債） 

 当第３四半期連結会計期間末における負債の残高は、前連結会計年度末比で 788百万円増加し、3,172百万円と

なりました。これは主に、預り金の増加 700百万円によるものです。 

 

（純資産） 

 当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末比で 240百万円減少し、997百万円と

なりました。これは、平成27年６月25日に行った自己株式の取得 472百万円と、平成27年３月期の配当金支払 100

百万円があったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益として 335百万円計上したことによります。これによ

り自己資本比率は 22.8％（前連結会計年度末比 10.0ポイント減）となりました。 

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

 

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 20,654,400 

計 20,654,400 

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数（株） 
（平成27年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成28年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 5,163,600 5,163,600 

東京証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式
です。なお、単元株
式数は100株です。 

計 5,163,600 5,163,600 － － 

（注） 提出日現在の発行数には、平成28年２月１日から本四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれていません。 

 

(２)【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

(４)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 

総数増減数(株) 
発行済株式 

総数残高(株) 
資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額(千円) 

資本準備金 
残高(千円) 

平成27年10月１日～ 

平成27年12月31日 
－ 5,163,600 － 523,328 － － 
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(６)【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

(７)【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしています。 

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在 
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 2,584,900 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,578,600 25,786 － 

単元未満株式 普通株式       100 － － 

発行済株式総数 5,163,600 － － 

総株主の議決権 － 25,786 － 

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社Ｅストアー 

東京都港区西新橋 
１－10－２ 

2,584,900 － 2,584,900 50.06 

計 － 2,584,900 － 2,584,900 50.06 
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２【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式
数(千株) 

就任年月日 

監査役 － 太 田 諭 哉 昭和50年12月16日生 

 
平成10年４月 安田信託銀行㈱（現 み

ずほ信託銀行㈱） 入行 
平成13年10月 監査法人トーマツ（現 

有限責任監査法人トーマ

ツ) 入社 
平成17年２月 ㈲スパイラル・アンド・

カンパニー(現 ㈱スパ

イラル・アンド・カンパ

ニー) 
代表取締役社長（現任） 

平成17年３月 公認会計士 登録 
太田諭哉公認会計士事務

所 開業 
平成18年３月 税理士 登録 
平成18年６月 税理士法人スパイラル 

設立 代表社員（現任） 
平成27年10月 当社 監査役（現任） 
 

（注） － 
平成27年 
10月27日 

（注）退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成31年３月期に係る定時株

主総会の終結の時までであります。

 

(2）退任役員
 

役名 職名 氏名 退任年月日

常勤監査役 － 田 村     誠 平成27年10月27日

 

(3）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常勤監査役 － 監査役 － 中 村     渡 平成27年10月30日

 

(4）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性６名 女性―名 （役員のうち女性の比率―％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】

(１)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,310,634 2,845,267 

売掛金 667,883 735,067 

貯蔵品 4,594 4,605 

その他 146,705 114,788 

貸倒引当金 △11,409 △12,092 

流動資産合計 3,118,407 3,687,636 

固定資産    

有形固定資産    

工具、器具及び備品（純額） 83,009 54,874 

その他（純額） 20,227 16,850 

有形固定資産合計 103,236 71,724 

無形固定資産 121,519 123,550 

投資その他の資産    

投資有価証券 95,691 97,827 

敷金 138,456 147,517 

その他 45,146 42,487 

投資その他の資産合計 279,294 287,832 

固定資産合計 504,050 483,107 

資産合計 3,622,458 4,170,743 

負債の部    

流動負債    

買掛金 378,347 365,755 

短期借入金 － 300,000 

1年内返済予定の長期借入金 102,580 49,800 

未払金 87,975 72,589 

未払法人税等 125,316 72,506 

預り金 1,394,953 2,095,879 

賞与引当金 60,174 35,869 

その他 191,571 164,551 

流動負債合計 2,340,918 3,156,950 

固定負債    

長期借入金 24,780 － 

資産除去債務 18,359 15,916 

固定負債合計 43,139 15,916 

負債合計 2,384,057 3,172,867 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成27年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 523,328 523,328 

資本剰余金 539,480 539,480 

利益剰余金 2,460,352 2,695,200 

自己株式 △2,339,819 △2,812,386 

株主資本合計 1,183,342 945,622 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,298 6,051 

その他の包括利益累計額合計 6,298 6,051 

新株予約権 746 746 

非支配株主持分 48,013 45,455 

純資産合計 1,238,400 997,876 

負債純資産合計 3,622,458 4,170,743 
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 4,316,830 4,548,093 

売上原価 2,991,584 3,133,760 

売上総利益 1,325,246 1,414,333 

販売費及び一般管理費 852,200 879,878 

営業利益 473,046 534,454 

営業外収益    

受取利息 797 536 

為替差益 1,500 207 

雑収入 996 2,959 

営業外収益合計 3,294 3,703 

営業外費用    

支払利息 503 1,042 

自己株式取得費用 245 245 

投資有価証券売却損 439 － 

雑損失 309 17 

営業外費用合計 1,497 1,304 

経常利益 474,843 536,852 

特別損失    

投資有価証券評価損 － 17,488 

弔慰金 － 12,000 

特別損失合計 － 29,488 

税金等調整前四半期純利益 474,843 507,364 

法人税、住民税及び事業税 161,552 166,270 

法人税等調整額 8,754 7,990 

法人税等合計 170,307 174,261 

四半期純利益 304,535 333,103 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
5,599 △2,557 

親会社株主に帰属する四半期純利益 298,935 335,660 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 304,535 333,103 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 5,187 △246 

その他の包括利益合計 5,187 △246 

四半期包括利益 309,723 332,856 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 303,952 335,413 

非支配株主に係る四半期包括利益 5,771 △2,557 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

(企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間

及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 93,573 31 平成26年３月31日 平成26年６月25日 
繰越利益 
剰余金 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

 当社は、平成26年９月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行いました。この取得により自

己株式は、第２四半期連結会計期間に、52,332千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において、

2,339,819千円となりました。 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 100,813 34 平成27年３月31日 平成27年６月25日 
繰越利益 
剰余金 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

 当社は、平成27年６月24日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行いました。この取得により自

己株式は、第１四半期連結会計期間に、472,567千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において、

2,812,386千円となりました。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  システム事業 マーケティング事業 

売上高      

外部顧客への売上高 2,913,817 1,403,013 4,316,830 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 137,617 137,617 

計 2,913,817 1,540,630 4,454,448 

セグメント利益または損失（△） 627,395 △151,442 475,952 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 
 

利益 金額 

報告セグメント計 475,952 

のれんの償却額 △3,056 

セグメント間取引消去 149 

四半期連結損益計算書の営業利益 473,046 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  システム事業 マーケティング事業 

売上高      

外部顧客への売上高 2,992,318 1,555,774 4,548,093 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 133,415 133,415 

計 2,992,318 1,689,190 4,681,509 

セグメント利益または損失（△） 597,179 △59,684 537,495 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 
 

利益 金額 

報告セグメント計 537,495 

のれんの償却額 △3,056 

セグメント間取引消去 15 

四半期連結損益計算書の営業利益 534,454 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりです。 

項目 
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 99円75銭 124円08銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 298,935 335,660 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 

四半期純利益金額（千円） 
298,935 335,660 

普通株式の期中平均株式数（株） 2,996,945 2,705,158 

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 99円73銭 124円04銭 

（算定上の基礎）    

普通株式増加数（株） 524 833 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ － 
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（重要な後発事象）

（連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却） 

当社は、平成28年１月20日開催の取締役会において、当社の唯一の連結子会社である株式会社プレシジョンマ

ーケティング（以下、同社）の一部株式を売却することを決議し、同日付で売却いたしました。これにより、同

社は連結子会社から外れることになりました。 

 

 

１．株式売却の理由 

当社は、Ｅコマースを主要領域として事業展開しており、創業来続くシステム事業から、マーケティング事業

へのシフトを推進するにあたり、株式会社プレシジョンマーケティング（以下、同社）の持つデジタルマーケテ

ィングについてのノウハウや同社とのシナジー効果を最大限得るために、同社の株式を保有しておりましたが、

これらの目的に一定の成果がみられたと判断し、保有する同社株式の一部を同社へ売却することにいたしまし

た。 

 

２．売却した相手会社の名称 

 株式会社プレシジョンマーケティング 

 

３．売却の時期 

 平成28年１月20日 

 

４．当該子会社等の名称、事業内容及び会社との取引内容 

名称         株式会社プレシジョンマーケティング 

 事業内容       インターネット広告を主とするデジタルマーケティング事業 

 当社との取引内容   インターネット広告の運用業務委託等 

 

５．売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率 

 売却する株式の数    707株 

 売却価額        42,420千円 

 売却益         5,045千円 

 売却後の持分比率      14.93％ 
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２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２８年２月９日

株式会社 Ｅ ス ト ア ー 

取  締  役  会  御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 遠  藤  康  彦  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山  本  恭 仁 子  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｅス

トアーの平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２７年１０

月１日から平成２７年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年１２月３１

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｅストアー及び連結子会社の平成２７年１２月３１日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 

強調事項 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２８年１月２０日開催の取締役会において子会社株式の一部売却

を決議し、同日付で売却したことにより、同社は連結子会社から外れることとなった。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年２月12日 

【会社名】 株式会社Ｅストアー 

【英訳名】 Estore Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役  石 村 賢 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区西新橋一丁目10番２号 

【縦覧に供する場所】
株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役石村賢一は、当社の第18期第３四半期（自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

 

２【特記事項】

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 


